
平成２３年総合政策委員会 開催状況 

 

開催年月日  平成２３年（2011 年）１１月２４日 

質 問 者  民主党・道民連合 松山 丈史 委員 

答 弁 者  計画推進局経済調査・土地水担当局長 

 

水資源保全条例について 

 

○松山 委員 

 先日の道内視察で地域の方々のご意見をお聞きすることができたことを踏まえて質問させていただきま

す。具体的には水資源保全条例の素案についてであります。 

 

新たな事前届出制に贈与も対象に加えることについて 

 

○松山 委員 

 １ 今回の条例素案では、土地に関する権利の移転または設定のうち、対価を得て行われるものに限って

規制がなされており、贈与や相続を原因とするものについては対象とされておりません。 

 森林については、林業の高齢化や担い手不足が深刻であると、今回の視察でも声が上がっておりました

が、そうしますと、贈与によって水源地である森林を手放さざるを得ないということも増えていくのではな

いかと推察しております。 

 そこで実効性の確保という観点からも、贈与も対象に加えるべきではないかと考えますが、道としての所

見を伺います。 

 

○計画推進局経済調査・土地水担当局長 

 質問のありました新たな事前届出制についてでありますが、現在、土地取引に関する届出制については、

国土利用計画法に基づく届出制が広く行われており、その仕組みとしては、対価を得て行われる土地売買等

の契約を対象としているところであります。 

 このようなことから、この仕組みを参考として、本条例素案の制度設計を行ったところであり、有識者で

構成される条例検討懇話会においても、この考え方に理解を示された中で、親族間の生前贈与など、対価を

伴わない贈与については、届出を要しないこととしたいと考えているところであります。 

 また、森林については、改正森林法において、「地域森林計画の対象となっている民有林について、新た

に当該森林の土地の所有者となった者は、市町村長にその旨を届けなければならない」と規定されており、

平成２４年４月１日以降、市町村長への届出が必要となることから、道としては、市町村と連携して、水資

源保全地域内の森林所有者の動きについて把握をした上で、贈与により新たな森林所有者となった方々に対

しても、この条例に基づき助言することなどにより、水資源の保全のため適切な土地利用へ誘導できるよう

努めて参りたいと考えております。 

 

○松山 委員 

 親族外からの贈与もあり得るのではと思っているのですが、いずれにしても事後的に担保されるものとい

うことで、承知したいと思います。 



 

届出を要する期間３か月前の根拠について 

 

○松山 委員 

 ２ 次に遺言により土地を売却して、売却代金から諸費用を除いた上で残額を遺贈するという「清算型遺

贈」という形態があります。 

 今回の条例素案では、このケースについては該当しないと考えますが、清算型遺贈の形態の場合について

は、３か月前の事前届出制をとると、その期間は実質的に遺言が執行できないという状況にもなり、届出を

要する期間については、より短い期間を設定すべきとも考えます。 

 相続とは別の観点からも検討しますと、報告にもありましたけれども、水資源保全条例に関しては、特に

ニセコ町が「ニセコ町水道水源保護条例」を今年すでに制定しており、平たく言えば、建物の設置について

規制をかけております。 

 道としても条例素案の作成にあたり参考にしてきたと思いますが、比較してみますと、ニセコの場合は、

罰則付きであり若干厳しくなっている一方で、事前協議については、建築確認申請の不要な規模の１０㎡以

下のものについては、着工の３０日前までとすることになっており、道条例の素案よりは緩い規制となって

おります。 

 水資源の保護のための制限という必要性の一方、経済取引を円滑に進めるうえでの、配慮も必要だと考え

ますが、３か月前に届出をするという根拠をより詳細に説明いただきたいと思います。 

 

○計画推進局経済調査・土地水担当局長 

 届出を要する期間についてでありますが、道としては、大規模土地取引の事前届出制を定める武蔵野市の

まちづくり条例など、他の自治体における事例を調査・検討する中で、条例検討懇話会において、届出を受

けてから助言をするまでに要する期間や、市町村において対応方向の検討に要する期間などを踏まえ、３か

月程度の期間が必要になるのではないかとのご意見をいただいているところであります。 

 このため、こうしたご意見を踏まえ、届出を受けてから、水資源保全地域における指針との整合性の確認

や、市町村や審議会の意見をお聴きするなど、助言を行うまでに要する期間等を勘案し、土地売買の３か月

前までに届出をしていただく仕組みとしているところであります。 

 このような中、委員御指摘の「清算型遺贈」については、遺言を執行する者が相続不動産を売却し、その

売却代金から相続債務や葬儀費用など諸費用を差し引いた残額の一定額を遺贈する制度であると承知してお

りますが、こうしたケースでは、遺言の執行者が相続不動産を売却する前に、この条例に基づく届出をして

いただき、道から届出者に対する助言をはじめ必要な手続をできる限り迅速に行うよう努める中で、土地取

引等を円滑に行うことができるのではないかと考えているところであります。 

 また、「ニセコ町水道水源保護条例」では、町が指定する「水源保護地域」において産業廃棄物処理施設

等を設置しようとする場合に事前協議が必要となておりまして、その時期については施設ごとに異なります

が、委員御指摘のとおり、給排水を利用する施設のうち、施設面積が１０平方メートル以下のものについて

は着工しようとする日の３０日前までとされているところであります。 

 いずれにしましても、道の条例は、土地所有者への助言により適正な土地利用を誘導しようとするもので

あり、ニセコ町の条例は、開発事業者に対する事前協議制により必要な開発規制を行おうというものである

ことから、道が助言をするタイミングを含めて、道と市町村が緊密な連携を図ることによって、水資源の保

全をより効果的に進められるよう、今後とも市町村と十分に協議して参りたいと考えております。 



 

○松山 委員 

 問題ないということで、３か月前と設定されたということだと思います。いずれにしましても、５年程度

で見直し規定も設けられておりますので、施行状況を踏まえた検討をよろしくお願いいたします。 


